
新潟市救急医療体制の現状と課題

中央総合病院,県立中央病院が地域周産期医療セ

ンタ-となっている.また新潟大学医歯学総合病

は院協力支援病院と位置づけちれている.このよ

うに全県的なネットワークで周産期医療に対応 し

ており,新潟市も含めて市町村レベルでは対応が

困難となっている.

さらに新 しい周産期医療の問題として ｢未受診

妊婦の問題｣がある.妊婦は妊娠初期から産婦人

科を受診 し,かかりつけの施設があるのが一般的

である.その施設で対応困難な状況となると,か

かりつけ医が高次医療機関に搬送依頼を行ってい

た.このように日本の周産期医療システムはかか

りつけ医がいることを前提に構築 されてきた,近

年未受診妊婦が増えており,陣痛や異常がおこっ

てから初めて医療機関を受診 している.未受診妊

婦の場合には一般の医療機関ではかかりつけでは

ないために断られたり,また高次医療機関では満

床や 2次 3次救急では無いことを理由に断られる

ことがあり,やはり社会問題化 している.未受診
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の大きな理由は経済的問題であるが,その背景に

は未婚などの社会的背景がある場合が多い.大都

市周辺で多く,現時点では新潟県内ではあまり多

くないようであるが,今後増加 して行く可能性が

ある.

平成 19年 12月 17日より新潟市に産婦人科 2

次輪番制度が稼働 しており,小娘産婦人科救急に

関 しては各病院で負担 を分担できるようになっ

た.ただし産科救急に関 してはこれでは対応でき

ずさらなる医療システムの構築が望まれる.
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は年々増加 し,重症患者が救命救急センターに集中するようになった しかし重症患者の搬送

増加に伴い,救命救 急センタ-病室のベッド稼働率は絶えず90%以 卜となり,平均在軍日数は

延長,慢性的なベッド不足に陥っていた.

そのような状況から,平成 19年 机 月に新潟市民病院は救命救急 ･循環器病 ･脳卒中センタ

ー病床として50床と大幅に増床 し,さらなる高度急性期医療を提供する医療施設として新築移

転した.新病院になり,救急患者受け入れ数は増加 しているものの,以前に比べて後方ベッド確

保が困難になっている.患者後方ベッドが不足 している原因としては,1)新潟市民病院全病床

数が減少,2)自宅退院が困難となる患畜背景の変化 3)療養型病床の削減,などがあげられ

る.中でも,国の医療政策の方針転換により療養型病床は削減 され 今まで急性期治療終了後に

転院を引き受けてもらっていた病院の中で,療養型ベ1日凋 j減のために転院の引き受けが国難

となった病院も出てきている.このように厳 しい現状であるが,後方ベッド不足への取り組み

のため,毎週医療ソ-シャルワ-カ-を交えた症例検討会を開催し患者情報を共有するように

している.さらに,日本海側初となる ｢ドクタ-カ-システム｣を積極的に活用し,収容患者を

市民病院だけでなく,かかりつけや現場近隣の医療機関に搬送するなど,より適切な収容施設

選定をl=1指 している.

今後の課題として,救命救急センタ-スタッフの充怒 ドクタ-カ-システムの更なる成熟,

新潟大学医歯学総合病院との連携など,患者収容のために必要な体制が〕整備 も必要であるが,

急性期治療後の患者早期転院のために,病診 ･病癖連携の更なる充実が重要となってくる.し

かしこれは,いち病院の努力のみでは達成不可能であり,医療圏における体制の構築 ･強化が

必要であると思われる.
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昭和 62年に新潟市民病院救命救急 センタ-が

開設 されて以来,救急外来受診者数および救急車

搬入台数は年々増加 している,平成 19年の集計

では,1日平均 43人が外来受診 しており,救急 車

搬 入台数は 1日平均 13台,年間 4,763台に上 っ

た.これは,同 じ平成 19年新潟市消防局管内での

年間救急車出動件数が28,838件であり,およそ新

潟市内で出動 した救急車の7台に 1台が新潟 市民

病院に搬送 された計算となる.近年,救急外来受

診 者の来院手段にも変化が見て取れる.救急外来

総受診者に占める,救急車搬送 または他医療機関

か らの紹介転院の割合が増加 しており,救命救急

センタ-開設初期である平成 1-9年までの平均

が 20%程度であったのに対 して,平成 10- 17

年の平均では約 30%を超 えている.また,救急車

搬送の約 15%は新潟市外か ら搬送 されてお り,

重症患 晋が救命救急センターに集中していると言

える. これ らは本来,重症患者 を優先的に収容す

べ き救命救急センタ-の目的か らすれば,至極 当

然の結果であろう. しか し,重症患者の搬送増加

に伴い,救急外来受診患者が入院する割合は増加

し,平成 18年は約 25%の入院率であった.それ

により,救命救急センターへの入室患者数 も増加

し,ここ数年では年間約 2,500-2,700人,且[門乙

均で約 7-8人の入室患者数 となっていた.

ここまでまとめると,当院救命救急センタ-の

現状 として,①総受診者数,救急車の搬送件数は

年々増加 しており, また対象患者の約 15%は新

潟 市外からの搬送である,②総受診者数に対する,

救急車搬送件数の割合が多く, また入院治療を必

要とす る患者の割合が多い, と言 える.いわば,

救命救急センターとして ｢医療圏内の重症治療部

門｣ としての機能を担って きたのである. しか し

その結果,救命救急センター病室のベ ッド稼働率

は高値で推移 し,特に重症度の高い患者が入院す

るICU (集中治療室)および HCU(重症患者治

療室)の稼働 率は絶 えず 90%以 l二となっていた.

以前は,救命 救急センタ-平均在室日数が約 4日

であったが,慢性的なベ ッド不足により,平成 18

年は約 5tjと延長が認められていた.入院患者数,
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病床稼働率,平均在院日数いずれも限界に近付い

ていたと言える.

そのような状況から,新たに平成 19年 11月に

新潟市民病院は新潟市中央区鐘木に新築移転 し

た.それまでの金病床数 736床から660床へと削

減した一方で,救命救急 ･循環器病 ･脳卒中セン

ター病床として50床と大幅に増床 し,さらに周

産期母子医療センター,屋上へリボ- トなどを有

する,さらなる高度急性期医療を提供する医療施

設と位置付けられた.同時に救急重症患者を診療

する勤務体制も変更され 主に救急外来での診療

に従事するER担当医と,後述するドクターカ-

専任医の救急医2名が常に待機することで,重症

患者の同時収容にも迅速に対応可能となった.辛

成 19年 11月開院時から平成 20年 5月までの調

査によれば,当院救命救急センタ-の救急車搬入

台数は 1日あたり約 15台のペースとなっており,

このままのペ-スが維持されれば,年間約 5,500

台の救急車搬入が見込まれる.しかし,新 ･新潟

市民病院救命救急センタ-の問題として,救急患

者受け入れ数は増加しているものの,後方ベッド

が不足しているために,ベッド回転が国難になっ

ている点があげられる.近年延長しつつあった救

命救急センタ-平均在室目数は,新病院になって

から,さらに延長傾向にある.患者後方ベッドが

不足 している原因としては,1)救命救急センタ

-病床は増加したが,全病床数が減少,2)独屠高

齢者や住所不定者の増加など,自宅退院が困薙と

なる患者背景の変化,3)療養型病床の削減に伴

う転院先の確保が因薙,などがあげられる.1)の

ため,従来は院内一般病棟へ転棟することで救命

我意センター内の病床を確保していたが,新病院

ではそれが困難となった.だからこそ,いっそう

の患者ベッド回転が必要となるわけであるが,現

状は2),3)などの理由により,移転前と比べて

かえって患者収容ベッド確保に窮する状況が続い

ている.中でも3)については,国の医療政策の

方針転換により療養型病床は5年前と比べて新潟

県内で 131床も削減されている.今後いっそう削

減される方向であり,今まで急性期治療終了後に
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転院を引き受けてもらっていた病院の中でも,痩

養型ベッド削減のために転院を引き受けてもらえ

なくなった病院も出てきている,

そのような厳 しい現状とは言え,当院救命救急

センタ-は,後方ベッド不足への取り組みを開始

している.まず,最期入院が予想されるか,また

は自宅退院が困難となりうる社会背景を持つ愚者

では早期転院へ向けて週 ま回,医療ソーシャルワ

ーカーを交えた症例検討会を開催し患者情報を共

有するようにしている.さらに新病院開院ととも

に運用を開始した,日本海側初となる ｢ドクタ-

カ-システム｣も積極的に活用している.勿論,

ドクターカ-の本来の目的は,病院到着前からの

治療開始による状態改善であるが,同時に救急医

による迅速な判断と的確な他院への病状伝達を行

うことができる.したがって,収容患者を市民病

院だけでなく,かかりつけや現場近隣の医療機関

に搬送するなど,より適切な収容施設選定が可能

となっている.ちなみに現在まで, ドクターカ-

出動の約 4回に1回は,他病院へ愚者を搬送して

いる計算である.新病院閉院から約半年間の ドク

ターカーシステム運用であるが,その病院前治療

効果のみでなく,収容施設選定の効果も出ている

と言える.

ここまで,現在までの救命救急センタ-として

の現状と問題点を述べてきた.今後の課鰭として,

救命救急センタ-での治療を必要とする患者をで

きるだけ多く収容していくことと,そのために後

方ベッドを確保し,ベッド回転の効率化をいっそ

う目指していく必要性に迫られている.それには,

救命救急センター専属医師に加え看護師などのス

タ､ソフの充実, ドタダ-か-システムの更なる成

熟,新潟大学医歯学総合病院との連携など,患者

収容のために必要な体制の整備も必要であるが,

急性期治療後の患者早期転院のために,病診 ･病

病連携の更なる充実がいっそう重要となってく

る.しかしこれは,いち病院の努力のみでは達成

不 可 能であり,医療圏における体制の構築 ･強化

が必要であると思われる.


